
◎鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に

関する法律の一部を改正する法律 
（平成二八年一二月二日法律第九七号）（参）   

一、提案理由（平成二八年一一月一八日・参議院本会議） 

○渡辺猛之君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会を代表

して、その提案の趣旨及び主な内容を御説明申し上げます。 

 農山漁村地域においては、鳥獣による農林水産業等の被害の深刻な状況が続いており、

長期的な鳥獣の捕獲等の対策強化や捕獲等をした鳥獣の食品としての利用等の積極的な

推進が重要な課題となっています。 

 本法律案は、このような現状に鑑み、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関

する施策の効果的な推進のために必要な措置を講じようとするものであります。 

 以下、本法律案の主な内容を御説明申し上げます。 

 第一に、被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等に従事している者について講じられ

ている猟銃所持の許可等に係る技能講習免除の特例の期限を五年延長することとしてお

ります。 

 第二に、鳥獣被害対策実施隊の設置について、市町村が必要と認めるときは被害防止

計画への記載を義務付けることとしております。 

 第三に、捕獲等をした対象鳥獣の食品としての利用等について、被害防止計画の記載

事項とするなどその推進を図るための措置を講ずることとしています。 

 以上がこの法律案の提案の趣旨及び主な内容であります。 

 なお、本法律案は、農林水産委員会において全会一致をもって委員会提出の法律案と

することに決定したものであります。 

 何とぞ速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、衆議院農林水産委員長報告（平成二八年一一月二五日） 

○北村茂男君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する施策の効果的な推進に資

するため、被害防止計画における対象鳥獣の食品としての利用等その有効な利用に関す

る事項及び鳥獣被害対策実施隊の設置に関する事項の記載、指定管理鳥獣捕獲等事業と

の連携、対象鳥獣の食品としての利用等その有効な利用の促進を図るための措置等につ

いて定めるとともに、特定鳥獣被害対策実施隊員以外の被害防止計画に基づく対象鳥獣

の捕獲等に従事している者に係る猟銃の操作及び射撃の技能に関する講習に係る特例の

期限を五年延長する措置を講じようとするものであります。 

 本案は、参議院提出に係るもので、去る十八日本委員会に付託されました。委員会に

おきましては、二十二日、渡辺参議院農林水産委員長から提案理由の説明を聴取した後、

直ちに採決いたしました結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決し



た次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年一一月二二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 被害防止計画に基づく対象鳥獣の捕獲等については、鳥獣被害対策実施隊により実 

施されることとなるよう、その設置数の増加を図るとともに、狩猟者の鳥獣被害対策 

実施隊員への移行・加入を促進すること等を通じ、猟銃等による捕獲等を行う隊員数 

の増加を図るために必要な措置を講ずること。 

二 銃砲刀剣類所持等取締法に基づく技能講習の免除措置が平成二十四年改正により設 

けられた際の検討の経緯等を十分に踏まえ、当該免除措置を受ける者に対しては、事 

故防止のための指導を適切に実施するとともに、猟銃の操作及び射撃の技能向上並び 

に安全確保が図られるよう必要な措置を講ずること。 

三 効果的な被害防止活動の実施及び正確な捕獲数の把握による個体数管理を進めるた 

め、捕獲事業の実施に当たって、当該事業の厳格な運用を行うよう、地方公共団体に 

対し適切に指導・助言を行うこと。 

四 対象鳥獣の捕獲等に要する費用に対する財政上の措置については、その適正な支出 

が確保されるよう万全を期すこと。 

五 捕獲等をした鳥獣についての有効な利用を促進するため、食肉としての活用のほか、 

ペットフード、飼料、皮革製品、漢方薬等の多様な活用の在り方を検討し、その促進 

のために必要な措置を講ずること。 

六 捕獲等をした鳥獣について食肉としての流通及び消費を拡大する観点から、当該食 

肉の安全性その他必要な情報の表示に関する施策について検討すること。 

七 被害防止施策と指定管理鳥獣捕獲等事業との連携に係る施策を講ずるに当たっては、 

地域において活動する狩猟者団体その他関係者間の都道府県による調整機能が一層強 

化されるよう、都道府県に対し積極的な指導を行うこと。 

八 鳥獣の生息状況及び生息環境等に関する科学的な調査に基づく鳥獣の個体数等の適 

確な把握のための取組を促進し、その調査結果を被害防止対策に活用できるようにす 

ること。 

九 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事 

故による災害によって鳥獣の捕獲等又は捕獲等をした鳥獣の利用が困難となっている 

地域があることに鑑み、関係行政機関が連携して必要な施策を着実に実施すること。 

 右決議する。 

 （注） 参議院においては、委員会の審査は省略された。 


